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境内地・境内建物証明について 

(１)証明の趣旨 

宗教法人がもっぱら宗教本来の用に供する境内地・境内建物については、次の三

つの税金が非課税となります。 

登録免許税 (登記時のみの税金) ・・・国税 

不動産取得税(取得時のみの税金) ・・・県税 

固定資産税 (毎年課税される税金)・・・市町村税 

ただし、登録免許税については、都道府県知事から、「その境内地や境内建物がも
っぱら宗教本来の用に供されると認められる」ことについての証明(以下「境内地・
境内建物証明」といいます。)を受けなければ、この非課税措置を受けられません。 
また、不動産取得税及び固定資産税においても、各課税庁から非課税の可否判断に

使用するため、同様に都道府県知事が発行した境内地・境内建物証明を求められる場
合があります。 

そこで宮崎県では、各宗教法人からの申請に基づき、審査の上、この「境内地・境
内建物証明」を行っています。 

(２)境内地、境内建物 

宗教の教義をひろめ、儀式、行事を行い、信者を教化、育成する目的、即ち、宗教

法人の宗教活動のために必要な、当該宗教法人に固有(本来あるべき性格として)の

土地、建物のことです。 

具体的には、次のようなものが挙げられますが、名称の如何は問いません。 

<境内地> 

境内建物が存する一画の土地 
 

参道として用いられる土地 

宗教上の儀式行事を行うために用いられる土地 など  

 
<境内建物> 

  

境内地や境内建物の範囲を決めるのは宗教法人自身ですが、宗教団体として 

の特有の性格から通常供用しているもので、当該宗教法人にとって適当かつ相 

応規模のものでなければ、法律上の境内地や境内建物とはいえません。 
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(３)証明の要件 

上記(２)の中で、現在又は近い将来「もっぱら宗教本来の用に供する」と認めら

れる土地、建物が境内地・境内建物証明の対象物件となります。 

将来的な利用目的(利用方法)はあるが、近い将来にそれが実現できる状況にない

ような土地などは、証明することはできません。 

県の審査においては、登記簿上の地目や種類ではなく、現況(実際の利用目的や

利用方法)によって判断することとなりますので、証明の申請においては、申請書だ

けでなく様々な添付書類をあわせて御提出いただいております。 

また、駐車場用地及び境内建物建設予定地の審査は、次のとおり対応しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４)証明のための提出書類 

４、５ページを御参照ください。 

なお、証明１件(１税目)につき４００円分の「宮崎県収入証紙」が必要です。 

(５)留意点 

・不動産取得の決定に当たっては、各宗教法人規則の規定に従い、責任役員会で承認

を得る等必要な手続きを行ってください(主要な境内建物の新築、改築などの財産

処分を実施する際には、公告が必要となります)。 

・通常、証明までには２～３週間前後を要しています。 

 

 

 

＜駐車場＞  

証明のためには、次の要件を全て満たすことが必要です。  

ア 宗教の儀式や行事に参集する信者、又は宗教法人の関係者のための 無料駐車場で

あること（いわゆる「参拝者用無料駐車場」）  

イ 参集する信者数（利用自動車数）に比べて広すぎないこと  

ウ 信者の参集場所（礼拝施設など）から遠すぎないこと  

エ その他、駐車場の必要性が認められること 

＜境内建物建設予定地＞  

証明のためには、境内建物が建設、もしくは近い将来その境内建物が建設されることが

確実であると認められる必要があります。  

そのため、「境内建物に係る建設工事請負契約の締結」（土地）、「境内建物建設後、

表示登記まで実施」（建物）以上の進捗度が必要です。 
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境内地及び境内建物証明願の提出について 

１ 対象税目 

・登録免許税、不動産取得税及び固定資産税(土地・建物とも) 

２ 証明願について 

・押印は不要です。 

・証明願は、土地と建物とでは様式が異なります(境内地証明願・境内建物証明

願)。 

また、税目毎に用紙を替え、必ず２部ずつ提出してください(１部は証明書とし

て返却、１部は県の控え)。 

 

・次の表を、申請する証明願の整理に御利用ください。 
 

土地(境内地証明願) 建物(境内建物証明願) 計 

登録免許税 
   

不動産取得税 
   

固定資産税 
   

計(税目数) 
   

 

 
(使用例) 

 

土地(境内地証明願) 建物(境内建物証明願) 計 

登録免許税 
 

○ １ 

不動産取得税 
 

○ １ 

固定資産税 ○ ○ ２ 

計(税目数) １ ３ ４ 
 

３ 証明手数料について 

・証明書１件につき４００円です。 

件数は、上の表の合計(二重線で囲んだ部分)の数となります。 

・証明手数料は宮崎県収入証紙(以下「収入証紙」)でお支払いいただきますが、 

念のため、収入証紙は県の指示後に購入してください。 

・県庁本館、県の総合庁舎等に売りさばき所(販売所)があります。 

・「印紙」と間違わないように御注意ください。 

４ 添付書類について 

・次ページで説明する添付書類の提出部数は、１は２部、それ以外は全て１部 です。 
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提出書類一覧 

 

１ 境内地証明願または境内建物証明願  ※税目ごとに２部ずつ 

・今回の申請に係る土地・建物を取得することによって発生する税目ごとに２部ず

つ作成してください。(登録免許税・不動産取得税・固定資産税全ての証明願いが

必要な場合は３つの税×２枚ずつ=６枚必要となります) 

※２筆にまたがる場合などは１枚の用紙に２つの地番等を記入し、提出しても差

し支えありません。ただし土地と建物両方の申請の場合は別の用紙での証明願

記入となります。 

※誤字・脱字等があると証明できませんので、提出前に見直しをお願いします。 

※証明願が２枚以上にまたがる場合は、割印(７ページ参照)が必要となります。 

２ 収入証紙 １つの税×４００円分  ※土地と建物の場合は×２ 

・１つの税につき、４００円の証紙が必要です。収入印紙と間違えないようにお

気をつけください。 

(３つの税の場合×４００円=１,２００円となります。) 

３ 取得事由書または用途変更事由書 

・今回の申請に係る土地・建物を取得する理由(または用途変更する理由)や取得後

の用途を具体的に記載してください。 

 

 

４ 寄附証書・売買契約書・工事請負契約書等の写し 

・取得又は用途変更することを証するための書類です。 

５ 付近図(目印になる道路、駅、河川等が入ったもの。ゼンリン写し等可) 

・取得(用途変更)不動産の付近図を提出してください。取得不動産が、法人の主た

る事務所と近接でない場合には、主たる事務所と取得不動産の位置関係がわか

る図面としてください。 
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６ 公図・字図(配置図：土地や建物の位置がわかるもの)及び建物平面図 

  ・公図・字図については法務局で取得できます。 

・公図や字図上に建物配置等を書き込むなどして配置図を作成してください。 

・建物平面図は、「部屋の名称(用途)がわかるもの」としてください。 

・配置図、建物平面図とも既存の図面があればそれを活用してもかまいません。 

(既存の図面を活用した場合でも、公図・字図は添付が必要です。) 

７ 不動産登記事項証明書(発行後３ヶ月以内のもの、原本) 

  ・法務局で取得できます。 

・新設建物の場合は、必ず表示登記を行ってください。 

・土地又は既設建物の場合は、証明申請時(前所有者名義)のものを提出してくだ 

さい。但し、既に名義変更をしている場合や自己所有地の用途変更の場合等には、

現所有者名義のものを提出してください。 

 

８ 取得や用途変更に当たり宗教法人法及び貴宗教法人規則に定められた手続きを 

行ったことを証する書類 

①責任役員会議事録の写し 

②総代等の同意が必要な場合には、その同意書の写し 

③公告手続きが必要な場合には、法第２３条に定める公告手続きを証する書類 

 （主要な境内建物の新築、改築、移築等には公告が必要です。公告証明と公告文の

写し、及び掲示による公告の場合は、掲示状況の写真を添付してください。） 

（公告証明書は要：原本) 

④包括団体の承認等が必要な場合には、その承認書等の写し 

など 

９ 現況が確認できる写真等 

・写真は、台紙やアルバム等を用いて、整理して提出してください。 

なお、デジタルカメラのプリントアウト（カラー）でもかまいません。 

・土地の場合は、異なる方向から３,４枚。（台紙等に写真番号を記入し、上記配
置図等に写真番号と矢印（撮影方向）を記入してください。） 

また、取得する土地の境界を赤マジック等で記入してください。 

・建物の場合は、外観２,３枚、及び建物内の主要部分の写真を提出してくだ 

さい。(台紙等に、平面図と合致する部屋の名称等を記入してください。) 
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１０ 貴宗教法人規則の写し(現在規則の全文) 

・過去に規則改正を行っている場合も、現在の規則のみでかまいません。 

１１ 駐車場用地の取得に関する調書(駐車場用地を取得する場合のみ) 

１２ その他 

・事案により、県の審査上、上記以外の書類提出をお願いすることがあります。 

特に下記の場合は必ず提出をお願いします。 

① 農地転用の場合：転用許可の写し、法人登記の登記事項証明書等 

② 納骨堂の場合：「墓地、埋葬等に関する法律」に基づく納骨堂経営許可書 

の写し、墓地等経営許可申請書の写し(「墓地等経営 

許可申請書〔表紙〕」、「経営理由書」、「管理規約」 

を抜粋したもの) 

１３ 返信用封筒 

・境内地・境内建物証明書を郵送で受け取る場合は、切手を貼付した返信用封筒

が必要となります。 

なお、直接みやざき文化振興課に取りに来られる場合は、不要です。 

 

※ 提出先(郵送でもかまいません。) 

 

 

 

 

 

宮崎県 総合政策部みやざき文化振興課 文教担当 

 〒８８０－８５０１ 宮崎市橘通東二丁目１０番１号 

           電 話：０９８５－２６－７１１８ 

           ＦＡＸ：０９８５－３２－０１１１ 
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【公告及び公告証明書に関する留意点】 

（１）掲示による公告の場合、公告期間には公告の掲示日と除却日は含まれませんの

で、実施に当たっては御注意ください。 

（２）公告証明書の記載に当たっては、上記 (1)の点を明確にするため、以下の例を参

考に記載ください。 

例：(公告期間が十日間の場合) 

令和○○年３月１日から令和○○年３月１２日まで十日間・・掲示した｡ 

（３）また、公告を実施する趣旨を踏まえ、公告証明書において公告の事実を確認す

る「信者代表」者については、できるだけ「役員以外の方」による証明をお願い

します。 

（４）様式にはありませんが、可能な限り公告状況を示す写真を添付ください。 

(掲示場所の全景と公告〔掲示文〕が判る写真等。できるだけ、実際に信者の 

方が掲示を見ている写真も撮影、添付いただくようお願いします。) 

 

◎ 公告が必要な事項は規則変更や財産処分の他にもあります。 

宗教法人規則の規定によっても違いますので、宗教法人法及び貴法人の宗 

教法人規則をご確認の上、手続きに遺漏のないようにお願いします。 


